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〔研究ノート〕

業績評価会計の曰・仏比較
一アンケート調査の結果を中心として－

大下勇

明らかにすることがスタディ・グループの主要課

題であった。

ところで，スタディ・グループの行ったアンケー

ト調査の内容は，RobertAHowell，ＪａｍｅｓＤ

Ｂｒｏｗｎ、StephenR､SoucyandAllenHSeed,Ⅲ，

を中心にComputerAidedManufacturing-In-

ternational(ＣＭＡ－）と共同で1986年５月に米国

企業に対して行われた実態調査MUmJgeme"tAc-

cou"ｔｍｇｍｔﾉieﾉVeuﾉ皿amugeme"tEmj7o几ｍｅ几t-

CurrwztCOst皿amUgeme几tPractjcejnAutomQ-

tedMmzﾑﾉtzctum"ｇＥｎＤｊＦｏ几ｍｅ几ts-，Natonal

AssociationofAccounts,1987,に基づいている。

すなわち，スタディ・グループの調査は，米国

企業ですでに実施されている実態調査を日・英・

仏・独の企業にも拡大実施することによって，五

か国のハイテク企業の業績評価会計システムの国

際比較を可能ならしめようとするものである。

RobertA・ＨｏｗｅｌＬＪａｍｅｓＤ、Brownらの調査

では，「生産工程の自動化に伴う管理会計への影

響度調査アンケート（Questionnaire：Manage‐

mentAccountinginanAutomatedManufactur-

ingEnvironment)」と題して，Ａ・事業につい

て（10項目)，Ｂ･投資の決定について（８項目)，

Ｃ、原価計算について（８項目)，、業績測定

(７項目)，Ｅ・回答者の地位その他について（３

項目)，のアンケート項目が設けられている。ス

タディ・グループは，これらのうち，日本企業に

対して全項目，英・仏・独の企業に対してはＡ・

事業について（３項目)，Ｄ，業績測定（全項目)，

Ｅ・回答者の地位その他について（２項目）を実

施した。従って業績評価会計システムの国際比較

は，主に上記Ｄ業績測定の７項目の設問に対す

る回答から得られたデータを基に行われた。

以下，フランス企業に対して行ったアンケート

調査の結果を日本企業の調査結果と比較しながら，

１．はじめに

本調査は，兼子春三教授（信州短期大学）を主

査とする日本会計研究学会スタディ・グループ

｢業績評価会計の国際比較に関する実証的研究一

生産工程の自動化に伴う会計領域への影響度調査一』

(最終報告1989年第48回全国大会）の一環として行わ

れたものである。スタディ・グループの調査研究

は，日・米・英・仏・独の五か国のハイテク企業

を中心にアンケート調査の方法により実施された。

その際，主として仏国の調査を担当したのが筆者

である。

スタディグループの研究目的は，日本会計研究

学会第47回全国大会（1988年）におけるスタディ・

グループ中間報告『業績評価会計の国際比較に関

する実証的研究」３－４頁に，次のように述べて

いる。すなわち，

「企業経営の国際化と技術革新によって業績評価

会計にいかなる影響を及ぼしているのか，また従

来の業績評価の内容がどのように変化しているの

か。このような視点から上述の変革要因である

｢国際化」と「技術革新」の二つのキーワードに

もとづいて，若干の先進工業国のハイテク企業を

中心に業績評価会計の現状と今後の発展動向を考

察し，さらに各国の比較分析を行うことによって

業績評価会計の共通性と特殊性を明らかにし，で

きるならば，国際的業績評価会計の一般基準を発

見する手がかりを見出すことにある｣。

このように，現代の企業環境を「国際化」と

｢技術革新」という二つの視点から促え，その環

境下にある日・米・英・仏・独の先進五か国のハ

イテク企業における業績評価会計の現状と今後の

発展動向を考察し，国際比較による各国ハイテク

企業の業績評価会計システムの共通性と特殊性を
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業績評価会計システムについてのフランス企業

の特徴を折ⅡIしてみたい。

０．その他の産業（イ）２７％：消費財

（１），その他工業製品（１）その他（２）

ここで，lijI答企業の業種をとりわけ「加工組立

産業」と「素材型装置産業」とに区分するのは次

の理由による。すなわち，一つはハイテク化を進

めてきた自動車。電子機器。機械等に代表される

｢加工組立産業」において，ロボット等の先端製

造技法の導入（自動化・無人化）が従来の業績測

定にいかなる影響をもたらしているかを明らかに

するためであり，もう一つはそうした「加工組立

産業」と石油化学。石油精製等資本集約的な生産

形態をとってきた「素材型装置産業」との間で，

業績測定上ハイテク化による影響度に違いがある

か否かを見るためである(1)。

Ⅱ日．仏企業のアンケート調査の概要

１．フランス企業のアンケート調査

（１）アンケートの発送と回答数

フランス企業に対･するアンケート調査は，1988

年12月～1989年２ノ|にかけて実施された。まず，

フランス企業年鑑，LesEntrepriseslO,000,よ

り従業員3,000名以上の製造企業100社をhllllIして

12月にアンケートを発送した。これに対して10社

の回答があった。さらに，回答企業数を増やすた

めに従業員1.500～3,000名の製造企業100社をhll

ll)して翌年２月にアンケートを発送したが，これ

に対するIiIl答企業はわずか５社のみであった。

従って発送企業200社に対･して'１１１収できた企業

数はわずか15社（回答率7.5％）であった。しか

し，回答企業の中にはフランス廻力（E1ectricite

deFrance)，ローヌ゜プーラン（ＲＨＯＮＩＤ－ＰＯＵ－

ＬＥＮＴ)，エッソ（ESSO)，モトローラ（ＭOTO‐

ＲＯＬＡハパレォ（Valeo)，オーティス（ＯTIS）

等の大企業が含まれており，全･体的なフランス企

業の実態を把握できないまでもある稗度の傾向は

つかめるのではないかと考える。

（２）回答事業単位と規模および業種

回答してきたフランス企業の事業単位とその規

模（年間売上高）および業種は以「のとおりであ

る。

①同答躯業単位（カッコ内はIli位数）

ａ，会社（４）２７％

ｂ・蛎業部（10）６７％

ｃ、Ｉ場（１）７％

。、その他ナン

②４j業単位の年間売上商（カッコ内ili位数）

ａ、５億～15億フラン（１）７％

ｂ、２５億フラン以上（14）９３％

③醜業単位の業種（カッコ内ili位数）

ａ・加工組立産業（６）４０％：「|動車。

部品（３），電子機器（１），その他ハイ

テク製品（２）

ｂ、素材.型装置産業（５）３３％：化学

（,！）､石油精製（１）

２．日本企業のアンケート調査

（１）アンケートの発送と回答数

口本企業対するアンケート調査は，1988年２月

に行われた。東証一部上場企業より，製造会社を

中心に抽出した883社にアンケートを発送した。

これに対する有効回答数は109社（回答率13.1％）

であった。ちなみに日｡仏以外でスタディ･グルー

プが行った英国と西ドイツの調査はいずれも発送

数200社に対して有効回答数はそれぞれ25社（回

答率12.5％）と８社（同４％）であった。

（２）回答事業単･位と規模および業種

回答してきた日本企業の事業単位とその規模

(年間売上高）および業種は以下のとおりである。

①、答事業単位（カッコ内は単位数）

ａ，会社（34）３１％

ｂ・事業部（27）２５％

ｃ、｜息場（46）４２％

。、その他（２）２％

②事業単位の年間売上高(カッコ内単位数）

ａ・’億未満（１）７％

ｂ、１億以上10億未満（４）４％

ｃ、１０億以上50億未満（６）５％

。、５０億以上100億未満（13）１２％

ｅ、100億以上300億未満（15）１４％

［、300億以上500億未満（32）２９％

９．５００億以上（35）３２％

ｈ・無記入（４）４％

③事業単臘位の業種（カッコ内単位数）
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a・加工組立産業（41）１６％：機械

（11）１０％，自動車･部品（８）７％，電

子機器（17％）１６％，その他ハイテク製

品（５）５％

b・素材型装置産業（28）２６％：化学

（24）２２％，石油精製（３），製紙（１）

１％ 

c、その他の産業（40）３６％：金属

（８）７％，消費財（５）５％，雑貨（１）

１％，その他工業製品（６）５％，その

他（20）１８％

わゆる伝統的業績測定指標であり，Ｐ／Ｌに関す

る６項目とＢ／Sに関する８項目により成る。

目標設定のための財務的業績指標の使用につい

ては，「常に用いられる」と「時々用いられる」

の合計で見ると，フランス企業の場合，図１に示

すとおり最も多く用いられているのが「売上高」

(100％)，次いで「キャッシュフロー」（93％)，

｢売上高伸び率」（87％)，「粗利益」（87％)，「在庫

水準」（87％）の順になっている(2)。

これに対して日本企業の場合，最も多く用いら

れているのが「売上高」（95％)，次いで「売上高

伸び率」（76％)，「粗利益」（74％)，「売上高営業

利益率」（73％)，売上高純利益率（税引前)」(71％）

の順である。

日・仏を比較してみると，「売上高」「売上高伸

び率」「粗利益」等がよく用いられ，「資本金利益

率」「資本コスト」「残余利益」等の使用頻度が低

いのは両者同じ傾向を示している。すなわち，い

ずれにおいても，売上高，売上高伸び率を最重視

し，部門の業績管理にとって重要な指標である貢

献利益経済的利益あるいは残余利益，全社的な

収益性指標である総資本利率，自己資本利益率あ

るいは資本金利益率等の重要度は相対的に低くなっ

ている。

Ⅲ日・仏企業のアンケート調査結果の

比較分析

１．業績指標の使用

質問１と２は，財務，販売および製造部門の目

標指標である財務的業績指標と非財務的業績指標

の重要度をその使用頻度によって見ようというも

のである。

（１）財務的業績指標の使用

〔質問１〕目標設定のためにどんな財務的指標

が用いられていますか（複数回答可)。

この設問で取り上げられた14の財務的指標はい

図１財務的業績指標の使用％
０
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しかし，図１から明らかなように「キャッシュ

フロー」と「売上高純利益率」あるいは「在庫水

準」の使用頻度に大きな違いが見られる。すなわ

ち，フランス企業の場合，日本企業に比べて「キャッ

シュフロー」と「在庫水準」の使用頻度がかなり

高く，逆に「売上高純利益率」のそれは極めて低

くなっている。「キャッシュフロー」や「在庫水

準」の重視の傾向は，英・米企業にも共通して見

られるものである。

（２）非財務的業績指標の使用

〔質問２〕目標設定のためにどんな非財務指標

が用いられていますか（複数回答可)。

この設問で取り上げられた非財務的指標は，市

場に関する目標指標たる市場シェア，市場シェア

の伸び率，製品に関する目標指標たる製品開発の

成果，品質および納期実績または顧客サービス，

製造工程に関する一日の生産量，労働生産性，材

料歩留率，設備雄定性，設備のフレキシビリティ

および技術力の11の業績指標よりなる。

目標設定のための非財務的業績指標の使用につ

いては，同様に「常に用いられる」と「時々用い

られる」の合計で見ると，フランス企業の場合，

図２に示すとおり量も多く用いられるが「品質」

(93％）と「労働生産性」（93％)，次いで「技術力」

(87％）さらに「市場シェアの伸び率」（80％）

｢市場シェア」（80％）および「材料歩留率」(80%）

の順になっている。

これに対して日本企業の場合，最も多く用いら

れているのが「市場シェア」（83％)，次いで「労

働生産性｣，「市場シェアの伸び率」（71％)，「品

質」（66％)，「材料歩留率」（62％）の順である。

日・仏を比較してみると，図２から明らかにな

るように市場に関する目標指標である「市場シェ

ア」と「市場シェアの伸び率」がよく用いられる

のは両者同じ傾向を示している。しかし「品質」

｢労働生産性」「技術力」「設備生産性」「一日の生

産量」「納期実績または顧客サービス」および

｢設備のフレキシビリティ」といった製品と製造

工程に関する目標指標の使用頻度はいずれもフラ

ンス企業がかなり高く，特に「技術力」や「納期

実績または顧客サービス」の使用頻度には両者間

で大きな違いが見られる。

なお，「品質」「労働生産性」「市場シェア」「市

場シェアの伸び率」および「納期実績または顧客

サービス」等の指標を相対的に重視する傾向は英・

米企業にも共通して見られるものである。ここで，

ハイテク化（自動化・無人化）という環境にあっ

ても依然として労働牛定性が重視されていること

図２非財務的業績指標の使用
（％） 

００「 □圏
仏日

１ 

9３９３ に０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
 

９
８
７
６
５
４
３
２
１
 

8７ 

８３ 

聖|Ⅵ骨|~|杼
8０ 

7３ 7３７３ 

6２ 

６０５９－匹

駆
霧
難
議

４９ 

鷺
藤
蕊

l蕊

；:;:ｾﾞモオ

‐
一
ヶ
少
。
‐
。
“
、
「
。
‐
。
‐
』
。
‐
。
‐
’
一
』
。
△
｜
・
ｒ
。
’
。
。
＃
グ
ゲ
Ａ
Ｃ
Ｏ
・
ｊ
ｒ
。
‐
『
少
少
。
。
、

‐
。
、
。
。
‐
・
少
。
少
。
．
Ｆ
：
．
，
．
’
．
．
。
．
．
・
・
．
‐
。
‐
，
．
、
．
，
弓
・
’
‐
○
・
・
・
・
・
・
，
、
３

‐
ョ
‐
ｃ
ｃ
ｃ
Ｉ
ｃ
礼
軋
０
■
＋
ョ
Ｆ
・
ョ
ｃ
ｄ
ｃ
Ｐ
・
Ｐ
ｃ
ｐ
ｃ
Ｉ
ｃ
Ｉ
印
守
・
・
・
・
ず
Ｐ
Ｐ
ｂ
も
。
Ⅱ
●
・
』
■
・
ｃ
ｑ
ｃ
●

８
Ｚ
Ｂ
ｒ
１
ｒ
ｒ
０
ｒ
■
ｋ
ｋ
ｆ
Ｆ
Ｂ
胚
吸
Ｅ

4１ ｊ
〃
ず
。
…

一報》榴閂（一

fLJl,＞ 

３２ 

;１４:蕪

３１ 
ISI｡｡P 

■… 

き：；

…
隙
上
設
備
生
産
性

２里その他

’
４
．
 

ヶ
・
凡

労
働
生
産
性

技
術
力 の
伸
び
率

市
場
シ
ニ
ア

市
場
シ
ニ
ア

材
料
歩
留
率

顧
客
サ
ー
ビ
ス

ま
た
は

納
期
実
繍

の
成
果

製
品
開
発

フ
レ
キ
ン
ピ
リ
テ

設
徽
の

一
日
の
生
産
母

Hosei University Repository



105 

(よ非常に興味深い。

とはいえ，JOTarondeau氏が1987年にフラ

ンス企業に対して行った実態調査において，製造

工程のハイテク化に伴い伝統的な業績評価指標で

ある労働生産性に加えて，多様な非財務的業績指

標を用いた多元的測定・評価の必要性を説いてい

たが(3)，以上のフランス企業の結果はそのことを

より反映した結果となっていることは事実である。

図３管理会計システムで定期的に測定され
る業績指標(％） 

□□ 
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i「
２．業績指標の測定部門および測定方法の制度

的定着性

〔質問３〕次の要素はどこで測定していますか

(複数回答可)。

この設問は，業績指標が管理会計システム，業

務管理システムいずれのシステムでどのような形

(定期的か）で測定されているかを明らかにするこ

とによって，業績評価システムの制度的定着性を

見ようとするものである。

「管理会計システム」で定期的に測定される要

素として，フランス企業の場合，３０％以上が11項

目あり図３に示すとおり上位から「在庫回転率」

(67％)，「工具費」（53％)，「品質保証費または品

質充足度」（47％)，「材料利用率」（47％)，「労働

生産性」（40％)，「加工歩留り」（40％）等，原価

と能率測定に関する要素が上位に位置している。

これに対して日本企業の場合，３０％以上はわずか

４項目しかなく上位から「工具費」（51％)，「在

庫回転率」（41％)，「労働生産性」（39％)，「作業

能率」（30％)，さらに「加工歩留り」（28％)，「材

料取扱費」（26％）となっている。

日・仏を比較してみると，いずれも原価と能率

測定に関する要素が上位にあるのは共通している

が，管理会計システムで定期的に測定される企業

が30％以上の項目が11対４というように，定期的

に測定される項目の数はフランス企業の方がかな

り多くなっている。また，図３から明らかなよう

に「在庫回転率」「品質保証費または品質充足度」

および「材料利用率」の定期的測定の度合に大き

な違いが見られる。すなわち，フランス企業では

日本企業に比べて，これら要素が管理会計システ

ムで定期的に測定される度合がかなり高くなって

いる。以上の結果は，フランス企業が日本企業に

比べて設問で上げた各業績指標を業繍管理に積極

Hｉ 
藤賀雛臘ｍｉｉｉ４：
回質保は充利生歩取
転証足用産留扱
率質度率性り質

的に用いていることを示すものである。

次に，「業務管理システム」で定期的に測定さ

れる要素として，フランスの場合，３０％以上の企

業が22項目を上げており，上位から図４に示すと

おり「入荷材料の品質」（67％)，「労働生産性」

(67％)，「機械休止時間」（67％)，「一日の生産量」

(67％)，「加工歩留り」（60％）等が位置している。

これに対して日本企業の場合，３０％以上が17項

目あり，上位から「製品の品質」（64％)，「入荷

材料の品質」（62％)，「材料の納期達成度」（58%)，

｢日程達成率」（55％)，「加工歩留り」（51％)，「一

日の生産量」（50％）の順になってる。

日・仏を比較してみると，業務管理システムで

定期的に測定している企業の割合が30％以上の項

目がフランス22対日本17というように，定期的に

測定される項目の数は両者同じように多くなって

いる。また，図４から明らかなように，定期的に

測定される度合も全体的にみてフランスの企業の

方が若干高いが，ほぼ同じ傾向にあるといえる。

但し，「労働生産性」「機械休止時間」「機械利用

度」「品切率」等に大きな違いが見られる。すな

わち，フランス企業は日本企業に比べて，これら

要素を業務管理システムで定期的に測定する度合

が極めて高い。

以上のことから，製造上の業績，顧客に対する

サービスについての業績及び他の業績の大部分の

指標は，管理会計システム，業務管理システムい

ずれの場合においてもフランス企業の方が定期的
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図４業務管理システムで定期的に測定される業績指標
(％） 

701得,駆笘，淫，得 ６４仏日

鯛、`，‘,圏,，“
５８ 

６０６０６０ 

釦l－ＬＬｎｒ

ｌ
鼈

０
０
０
０
０
０
０
 

６
５
４
３
２
１
 lＷ１ｌ 

他一一十》｛鋸旧｛稚熱

3９ 
3７ 

3２ 
＃ 

庁云一戸－－百

L１ 

薑
Ｉ

11i:.， 

機
械
休
止
時
間

加
工
歩
翻
り

機
械
利
用
度

納
期
速
成
度

材
料
の

労
働
生
産
性

作
葉
能
率

製
品
の
品
質

日
程
速
成
率

品
切
率

日
の
生
産
皿

図５制度的・定期的に測定される業綱指標(％） 

□□ 
仏日

9３９３９３ 

Ｐ８０ 

7３７３７３７３ 

Ｎ｢|iii|「
7２ 

67幾６７６７６７製6８ 

6２ 

擬T:rｊ

5３ 

４７ 

t；？； 
５ｔ‐.！ 

4７ 

4４ 
労：

3９ 

＃ノー'-.
Ｊ-.-⑭ 

『
｜
『
｜
●
午
一
・
‐
。
‐
■
‐
●
Ｊ
■
Ｌ
凸
鈩
’
０

△
、
●
塩
』
‐
一
Ｊ
．
０
魂
・
▽
Ｒ
『
△
齢
ロ
ゴ
』
『
》

一
稲
、
『
鴉
（
・
淫
『
恥
一
露
。
．
。
‐
『
』
｜
紬
‐
Ｎ

サ
エ
。
』
△
｜
‐
］
芝
，
。
‐
Ｊ
｜
少
少
Ｄ
ｊ
Ｄ
ｊ
‐
い
ず

｡↓↓４ 

＃（ 

４１卜

加
工
歩
翻
り

の
品
質

人
荷
材
料

材
料
利
用
串

材
料
取
扱
図

＃：＄；蕊圓
用寧駕繩豊度
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｢材料利用率」（80％）のl順になっている。これに

対して日本企業の場合，「加工歩留り」（72％)，

｢工具費」（69％)，「作業能率」（69％)，「一日の生

産量」（69％）の順になっている。

日・仏を比較してみると，全体的にフランス企

業の方が高くなっており，特に「加工歩留り」

｢在庫回転率」「労働生産性」「材料利用率」「材料

取扱費」「機械利用度」といった指標には大きな

在
庫
回
転
率

労
働
生
産
性

に測定する項目の数およびその度合において高く

なっており，両システムの整備状況あるいは業務

管理への活用度の相対的高さを物語っている。

また，少なくとも「管理会計システム」あるい

は「業務管理システム」のいずれか一方で定期的

に測定している企業の割合を見ると，図５に示す

とおり，フランス企業の場合，「加工歩留り」（９３

％)，「在庫回転率」（93％)，「労働生産性」（93%)，
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システムを採用している。

他方，日本企業の産業別内訳をみると，加工組

立は41社のうち26社が同一，１２社が異なるシステ

ムを採用している。これに対して，素材型装置は

28社のうち22社が同一，４社が異なるシステムを

採用しており，いずれの産業においても同一シス

テムの採用割合がかなり高くなっている。

違いが見られる。さらに，図３，４，５からはフ

ランス企業の中に特に「在庫回転率｣，「労働生産

性」等の原価・能率測定に関する要素を管理会計

システムと業務管理システム双方で定期的に測定

している企業のあることがわかる。例えば，「在

庫回転率」は14社がいずれかのシステムで定期的

に測定しているが，そのうち３社が両システムで

測定している。この点は，フランス企業の特徴と

いえる。 ４．業績測定システムに対する満足度およびそ

の変更

（１）業績測定システムに対する満足度

〔質問５〕現在の業績測定システムについてど

の程度満足していますか。

この質問に対しては，図７に示すとおり，フラ

ンス企業の場合「非常に満足」（７％)，「まあま

あ満足」（40％)，「改善が必要」（53％）となって

いる。これに対して日本企業の場合，「非常に満

足」（ナシ)，「まあまあ満足」（45％)，「改善が必

要」（47％)，「全く不満」（１％)，「無回答」（７％）

となっている。曰・仏を比較してみると，両者と

ともに半数近くが満足，残りが改善の必要性を感

じておりほぼ同じ傾向を示している。

フランス企業の産業別内訳を見ると，「非常に

満足」は加工組立産業の１社，「まあまあ満足」

は加工組立ナシ，素材型装置産業４社，その他産

業２社の計６社である。これに対して，「改善が

必要」は加工組立５社，素材型装置１社，その他

２社の計８社となっている。しかも，素材型装置

は５社のうち４社が「まあまあ満足」と回答し，

図７業績測定システムに対する満足度

３．業績の測定・管理システムの同一性

〔質問４〕オートメーションの場合とそうでな

い場合とで，同一の業績測定・管理システムがと

られていますか。

業績測定・管理システムの同一性については，

図６に示すとおり，フランス企業の場合「ハイ」

(67％)，「イイエ」（33％）てなっている。これに

対して日本企業は，「ハイ」（67％)，「イイエ」（２２

％)，「無回答」（11％）である。曰・仏を比較して

みると，両者とも２／３が同一システムを採用し

ていると回答しており，同じ傾向を示している。

フランス企業の産業別内訳を見ると，同一のシ

ステムを採用している10社のうち加工組立産業が

図６業績の測定・管理システムの同一性
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５社，素材型装置産業が２社，その他産業が３社

となっている。しかも加工組立産業は６社のうち

５社が同一のシステムを採用している。異なるシ

ステムをとっている企業５社の内訳は，加工組立

産業１社素材型装置産業３社，その他産業が１社

となっており，素材型は５社のうち３社が異なる
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常
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定の強調」（27％）などとなっている。

日･仏を比較してみると，上位に位置している

項目には「責任会計制度の重視」や「生産性測定

の強調」を除けば，両者間で大きな違いがある。

とりわけ，フランス企業では「測定システムの単

純化」や「非財務的測定値」が改善希望事項とし

て非常に重視されているのに対して，日本企業で

は重要度は低くなっている。他方，日本企業では

｢差異分析の重視」「製品開発費の測定」および

｢長期財務収益性の重視」が上位にランクされて

いるのに対して，フランス企業では下位に位置し

ている。このことは，相対的に日本企業が管理会

計システムの整備を重視していることを物語るも

のである。

フランス企業の産業別内訳をみると，加工組立

産業６社のうち５社までが「測定システムを単純

化し重要な成果のみに注目」をあげ，さらに６社

のうち４社が「責任会計制度の重視」と「生産性

測定の強調」をあげている。この結果，前述のと

おり加工組立産業には業績測定・管理システムの

改善を必要としている企業の割合が高かったが，

その場合測定システムの単純化，責任会計制度の

確立あるいは生産性測定の重視といった点からの

システム整備を考えているものと見られる。また，

素材型装置産業においては５社のうち３社が「測

定システムの単純化」「非財務的測定値」および

｢品質ばらつき費の測定重視」をあげている。

これに対して，日本企業の産業別内訳をみると，

加工組立産業41社のうち21社が「責任会計制度の

加工組立は６社のうち５社が「改善が必要」と回

答している。この点を前述の業績測定・管理シス

テムの同一性との関連で見てみると，同一システ

ムをとっていると答えた加工組立５社のうち４社

が改善が必要であると回答しており，現行システ

ムに不満を持ちその改善の必要性を強く感じてい

ることがわかる。

他方，日本企業の産業別内訳をみると，加工組

立41社のうち「まあまあ満足」が18社，「改善が

必要」２２社，「無回答」ｌ社であるのに対して，素

材型装置は28社のうち「まあまあ満足」が14社，

｢改善が必要」１２社，「無回答」２社となってお

り産業別の特徴は特に見られない。また，フラン

スの場合のような業績測定・管理システムの同一

性との関連性も特に見出せない。

（２）業績測定システムの変更

〔質問８〕業績測定システムについてどんな変

更がのぞまれますか（複数回答可）

この質問にたいしては，図８に示すとおり，フ

ランス企業の場合上位からまず「測定システムを

単純化し重要な成果のみに注目」（60％)，次いで

｢責任会計制度の重視」（47％)，「非財務的測定値

の導入」（47％)，「生産性測定の強調」（40％)，

｢品質ばらつき費の測定重視」（33％）等を改善希

望事項としてあげている。

これに対して日本企業の場合，上位からまず

｢責任会計制度の重視」（41％)，つづいて「差異

分析の重視」（37％)，「長期財務収益性の重視」

(37％)，「製品開発費の測定」（32％)，「生産性川

く
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立産業は41社のうち12社が「保守的会計および財

務慣習」を９社が「暖昧な業績測定概念｣，９社

が「他のシステム開発優先」を挙げている。これ

に対して，素材型装置産業は28社のうち９社が

｢保守的会計および財務慣習」を，８社が「暖昧

な業績測定概念｣，５社が「他のシステム開発優

先」を挙げており，両産業とも同じような傾向を

示している。

重視」と「差異分析の重視」を，１９社が「製品開

発費の測定」をあげ，「測定システムの単純化」

を股重視しているフランス企業との違いを見せて

いる。また，素材型装置産業については各項目平

均してあげられており，特に特徴的な点は見出せ

ない。

５．業績測定システム変更の障害

〔質問９〕上記の変更に対してつぎのいずれが障

害になっていますか（複数回答可）

この質問に対しては，図９に示すとおり，フラ

ンス企業の場合まず「慣習」（47％)，続いて「保

守的会計および財務慣習」（33％)，「経営者の短

期財務成果指向」（27％)，「暖昧な業績測定概念」

(20％)，「他のシステム開発優先」（20％）が上位

に位置している。これに対して日本企業の場合，

上位からまず「暖昧な業績測定概念」（27％)，続

いて「保守的会計および財務慣習」（22％)，「他

のシステム開発優先」（19％)，「経営者の短期財

務成果指向」（13％)，「慣習」（12％)，「特になし」

(７％）となっている。日・仏を比較してみると，

割合に違いが見られるもののいずれも同じ項目が

上位に挙げられている。

フランス企業の産業別内訳をみると，加工組立

産業は６社のうち４社が「慣習」を，３社が「保

守的会計および財務慣習」を挙げている。これに

対して，素材型装置産業は５社のうち３社が「経

営者の短期財務成果指向」を挙げており，まった

く挙げられていない加工組立と対照的な傾向を示

している。

他方，日本企業の産業別内訳を見ると，加工組

図９業績測定システム変更の障害
（％） 

Ⅳ、むすび

以上，製造環境におけるハイテク化（自動化・

無人化）が日・仏企業の業績測定・評価システム

にいかなる影響を及ぼしているのかを，アンケー

ト調査の結果に基づいて検討してきた。フランス

企業のサンプル数が少ないため，日・仏を単純に

比較することは大きな危険が伴うと思われる。

しかし，その点を考慮に入れても，各種指標の

業績管理への活用度そして業績測定・評価システ

ムの整備状況におけるフランス企業の相対的高さ，

また同システムの整備に対する日本企業の関心度

の相対的高さ等，業績測定・評価システムの整備

状況，システム改善の内容およびその障害におい

て日・仏企業のIMlで特徴的な違いが見い出された

ことは前述のとおりである。

〔注〕

(1)坂口博稿「日本の先端製造業のアンケート調査

の概要」日本会計研究学会スタディ・グループ報

告（兼子春三主査）『業績評価会計の国際比較に関

する実証的研究』［最終報告］日本会計研究学会第

４８回全国大会1989年５月，１３頁。

(2)図はすべてフランス企業について割合の高いも

のから表示し，それぞれに対応する日本企業の結

果を示す形で作成している。

(3)Tarondeau，』．‐Ｃ、，TechnologiesFlexibles

：Ｌ，ｉｍｐａｃｔｓｕｒｌｅｓｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅｓ,RevueFran‐ 

CaisedeGestion,juin-juillet-aoClt,1987.ｐ39． 

拙稿「フランスの業績評価会計」日本会計研究学

会スタディ・グループ報告『業緬評価会計の国際

比較に関する実証的研究」［中間報告］日本会計研

究学会第47回全国大会1988年９月，22-23頁参照。

０
０
０
０
０
０
 

５
４
３
２
１
 

財
務
佃
碑

保
守
的
会
計

慣
習 成
果
指
向

短
期
財
務

測
定
概
念

唖
昧
な
業
網

開
発
優
先

他
の
シ
ス
テ
ム

Hosei University Repository



110 

体稿は1987年度法政大学特別研究助成金による

研究の一部である｡）－，；
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